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日本企業では，環境報告書等の非財務報告書が作成・公表されるようになり，およそ 20 年が経過
する．公開される内容は企業の環境保全活動をはじめ，社会活動や社会的責任に関する情報に拡張，
結合してきた．現在，KPI（Key Performance Indicators）を用いた選別，そして国際的に統合へ
と歩み始めようとしている．しかし現状では，企業側が何を重視しているかによって，統合報告に
開示される情報が異なる．本研究は，言語処理技術を用いて，統合を意識する企業報告書に使用さ
れている単語を抽出し，属性を与え，経年的動向を観察することによって，企業側の意図や重要課
題の明確化を試みる． 
 
	 
In Japanese companies, non-financial report will be created and published, about 20 years have passed. 
But in the present circumstances, information to be disclosed to the integration report by the companies is 
different. In this paper, we use the morphological analysis, analyzing the part of speech information and 
words contained in the text of the report. In Addition, we gave an attribute to the words, and observed 
these changes. By observing the words that are frequently used in the report, we aimed to clarify the key 
issues and intention of the author side of the report. 
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1. はじめに 
日本では，環境報告書，レスポンシブル・ケア
報告書，環境社会報告書，サステナビリティ報告
書，CSR報告書などの非財務報告書を作成・公表
するようになり，およそ20年が経過する． 
報告書の内容は環境情報，あるいは化学物質の
安全管理に関わる情報からはじまり，拡張と結合
していく中で多種多様になってきた． 
現在，KPI（Key Performance Indicators）を
用いた選別，そして統合（integrate）へと国際的
に歩みはじめようとしている．これを牽引する国
際 統 合 報 告 委 員 会 （ IIRC ： International 
Integrated Reporting Committee）は，2020年
までに，ビジネスモデルを中核に財務情報と非財
務情報を統合した報告書へ移行するビジョンを提
唱している(3),(4),(14)． 
統合報告が注目を集める背景には，CSRと収益
性のリンケージ，サステナビリティとビジネスモ
デ ル ， ESG （ Environmental, Social, and 
Governance）情報に対する株主・投資家の関心
の高まりなど，企業実態を判定するうえで財務情
報と非財務情報を関連視する必要性があるとの認
識が定着しつつある．アメリカで最初の統合報告
書と称されるUTC社のアニュアルレポートでは，
「 企 業 の 責 任 （ responsibility ） と 利 益
（profitability）は不可分である」と統合報告の意
義について示唆している(5)． 
しかし現状では，報告書の作成が任意であるた
め，作者側の都合によって統合報告に開示する情
報が異 なって，報告書の内容が様々である． 
従って，統合報告書で開示すべき財務情報と非
財務情報の画定，アニュアルレポート等との一元
化，非財務情報開示の制度化，非財務情報の財務
情報化などといった情報開示のあり方を議論する
ために，既存の統合報告を意識した報告書の性質
を明らかにして，非財務報告書に掲載されていた
情報が統合報告の進行により，いかなる影響を受
けているのかについて考察すべきである． 
そこで，本研究では，統合報告を意識する 34
社1の報告書（総冊数：135冊程度）のテキスト化
を行い，言語処理技術を応用し，テキストマイニ
ングを活用して分析する．各報告書に使用されて
いる単語とそれらの出現回数を観測し，さらに出
現した単語に属性を与え，経年的動向を観察する．
報告書で頻繁に使用される単語とその単語の経年
的な変化を属性別に観察することで，作成者であ
る企業側の意図，報告書の性質及び重要課題を明
確化することができると考えられる． 
                                                
1 本論文では，過去に公表していた環境報告書等の作成
を取りやめ，アニュアルレポート等に一元化する企業
を「統合報告を意識する企業」と呼ぶ．この条件で，
我々が収集していた1994年～2011年までの1,331組
織の各種報告書から「統合報告を意識する企業」34社
の報告書を分析対象に選定した． 
報告書の中から情報を探し出すには，文書を読
み，要点をまとめる必要がある．情報要約の手段
として，文書内容を特徴付ける重要な単語を見つ
け出す作業がある．人手によりこの作業を行うに
は膨大な時間と手間がかかる．さらに，単語の選
定には個人の主観が入りやすく，抽出漏れのよう
なミスも考えられる． 
 一方，情報検索システムでは大量のテキスト文
書を対象にして，特定な語句を探索するために言
語処理技術を利用している(8)．計算機を用いて人手
にかかる負担の軽減を計り，単語抽出に個人的な
主観が入ることも防げることができるため，文書
中の単語に着目する今回の報告書分析も言語処理
技術の応用が可能であると考えられる． 
言語処理技術を情報検索システムに応用する研
究は古くから存在している(6)．また，テキストマイ
ニングの手法は様々な分野の研究で使用されてい
る(9),(10),(12)．企業報告書に関する研究においては，財
務報告書から企業行動を把握する試みや会計史研
究への応用があ   る(1),(2),(7),(11)．しかし，我々が調べ
たところでは，本研究のように企業を横断して，
経年分析に応用する試みはまだ存在しない． 
以下2章では，分析手法について説明する．次
に3章では実際の結果を考察し，言語処理技術を
利用する分析手法の有効性を考察する．	 
	 
2. 提案する分析手法 
2.1 概要 
	 言語処理技術を活用してテキストマイニングを
行うためには，まず，①分析対象である報告書を
PDF 形式からテキストデータに変換する．次に，
②テキストデータに対して，言語処理技術の基礎
である形態素解析を行う．最後に，③形態素解析
で得られた単語と単語の品詞情報を利用して名詞
を抽出し，分析用の単語リストが出力する． 
 図 1は提案する分析手法の概要を示している．
以下，手順に沿って分析手法の詳細を説明する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
単語リスト 
テキストデータに変換 
形態素解析を実行 
名詞を抽出 
報告書（PDF ファイル） 
専門用語辞 
（固有名詞辞書） 
不要語リスト 
図1 分析手法の概要 
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2.2 テキストデータ変換 
報告書から重要な単語を抽出するためには，対
象となる報告書を分析可能な形式であるテキスト
データに変換する必要がある． 
現在，極稀な状況を除いて，公開されている報
告書は主にPDF形式となっている．これはコンピ
ューター環境を意識することなく報告書を閲覧す
るためである． 
フリーソフトAdobe Readerの「高度検索機能」
を利用して，特定の単語の出現回数と所在を検索
できる．しかし，この方法では先に検索用単語を
予測する必要があり，人手で操作しなければなら
ないので，大量文書の分析に不向きである．従っ
て，各報告書を文字レベルのテキストデータに変
換し，分析可能な状態に加工する必要がある． 
PDF ファイル内のテキストデータを抽出する
ために Adobe Acrobat をはじめ，様々な商用と
フリーなソフトウェアがある．しかし，これらの
ソフトは一つ，あるいは少量のPDFファイルを対
象に作られているため，今回のように大量のPDF
ファイルを一括してテキストデータに変換するに
は不向きである． 
従って，本研究では，Linuxの環境でpdftotext
コマンドを利用して変換用プログラムを自作し，
報告書の PDF ファイルに含まれているテキスト
データを抽出する．ただし，PDFファイル内の画
像データに関して変換できない部分がある． 
2.3 形態素解析 
変換したテキストファイルに対して，言語分析
技術の基礎技術である形態素解析を使用して，各
報告書中の文章に含まれている単語とそれぞれの
品詞情報を解析する． 
形態素解析（morphological analysis）とは，
コンピューターで文中の意味を担う最小の言語要
素（形態素）を自動的に制定する処理である(13)．
例えば，「環境にやさしい技術の開発と普及を促進
する．」という文には，図2のように単語ごとに判
別され，さらに品詞情報などが出力される． 
本研究では，フリーツールの MeCab2を使用し
て形態素解析を行っている．MeCab は他の形態
素解析用ソフトより解析速度が速く，辞書の追加
なども容易である． 
                                                
2 http://code.google.com/p/mecab/ 
2.4 名詞抽出と単語リスト 
形態素解析により報告書に含まれる単語とその
単語の品詞情報が得られる． 
しかし，形態素解析の過程で使用する辞書によ
って単語の過分割問題が存在する．この問題を解
決するために，図1で示したように専門用語辞書
（固有名詞辞書）を作成し，抽出結果にフィルタ
リングをかける． 
例えば，文の中に「環境会計」という単語が含
まれている場合，専門用語辞書を利用しなければ，
「環境」と「会計」の二つの単語に分割され抽出
されてしまい，「環境会計」は結果に表れないこと
になる． 
また，抽出された単語から「これ」，「それ」，「物」
などのような不要語（stop word）に対して，図1
で示したように本研究で作成した「不要語リスト」
でフィルタリングをかける． 
さらに，全ての単語をデータマイニング分析に
用いることはない．例えば，動詞，形容詞，副詞，
助詞など，文の内容と関係ない単語を分析前に除
く必要がある．本研究では，名詞以外の品詞を抽
出対象から除外している． 
最後に，分析対象となる単語リストを出力する．
リスト中の各単語とその出現回数をカウントし，
報告書の意図や重要事項について観察を行う． 
 
3. 考察 
3.1 データの分布 
34 社の報告書から抽出した単語の数（延べ数）
は 45,605 語である．図 3 は全単語の出現回数に
よるヒストグラムである．縦軸の左側は単語数，
右側は単語の累積割合を示し，横軸は単語の出現
回数に関するデータ区分を示している． 
図 3 の中で，一番左側は出現回数が 1 から 50
までの下位層の単語数（異なり語数）を示し，全
部で3,580語がある．抽出した全単語数（異なり
語数）の 69.87%を占める．このデータ区分に含
まれた単語はほとんど意味を持たない単語である． 
図 3の中で，灰色の枠に囲まれている中位層の
図2 形態素解析の例 
 
図3 単語出現回数の度数分布図 
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単語（出現回数 51～2500 回，単語数 2,088 語，
全体の 29.41%）では，重要な単語が多く含まれ
ている．特に，専門用語はこの中位層に埋没して
いる．今後は，この中位層に注視して観察を行い，
分析の充実を図りたい． 
残り出現回数の多い上位層の単語（出現回数
2,501回以上，単語数40語，全体の0.72%）は，
一般的に共通して多く使用される単語の群であり，
あらかじめ想定される単語が多く存在する． 
図 4 は抽出した単語の中で，出現回数上位 60
位までの単語リストである． 
図 4 を見ると，上位 60 位までの多くは汎用性
の高い単語であり，想定範囲内の結果である． 
例えば，「事業」，「環境」，「技術」，「情報」，「社
会」，「企業」，「体制」などは，単体で使用される
よりも他の単語と結びついて複合語として一つの
意味を形成する．例えば，「環境」は，「企業環境」，
「事業環境」，「市場環境」，「職場環境」，「環境問
題」，「環境破壊」と使用されることが多い． 
前述した通り，このような複合語の過分割を想
定して事前に専門語辞書と固有名詞辞書を作成し
ている．しかし，全てをカバーするには限界があ
る．現段階では，事象を眺めながら辞書を精緻化
していく作業を繰り返し行うしかない． 
3.2 属性と経年分析 
繰り返し使用される単語は報告書の内容を表す
重要なキーワードとしての側面があり，作成者が
何を重要項目に挙げているのか，あるいは強調し
ているのかについて，概括的ではあるものの把握
することができる． 
しかし，単語の出現回数だけでは，作成者側が
挙げる重要事項（単語）の変化については明らか
にすることはできない． 
図 4 で示した出現回数上位 60 位までの単語リ
ストを概観すると，事業関連，財務関連，製品関
連，環境関連など多様な領域の単語が混在してい
る．これは，環境報告書から持続可能性報告書，
CSR報告書，さらにはアニュアルレポートへと開
示する情報範囲の拡大と情報量の集約を繰り返す
過程で異なる領域の情報が錯綜していることから
生じている． 
作成者側が挙げる重要事項（単語）の変化を経
年的に分析するために，抽出した単語に領域区分
（属性）を与え，カテゴリごとに整理することに
よって，重要事項の変化をより鮮明に把握でき，
膨大な結果情報をより効率的に要約できると考え
られる． 
本研究では，8種類の属性を設定した． 
l ステークホルダー属性 
例：株主，投資家，経営者，従業員，顧客，
消費者など 
l 地域属性 
例：東京，関西，米国，中国，アジア，EU，
中東など 
l テクニカル属性 
例：環境管理会計，コンプライアンス，エコ
効率性，MFCA，JEPIX，LIME，CSR 会計
など 
l プロダクト属性 
例：エコプロダクト，環境技術，トップラン
ナー，省エネ設計，DFEなど 
l 環境負荷インベントリ属性 
例：CO2，NOx，SOx，COD，VOC，煤塵，
PRTR対象物質，排水，排熱，廃棄物など 
l 財務属性 
例：売上高，当期純利益，経常利益，営業利
益，資産，負債，内部留保，ROA，ROE，キ
ャッシュフロー，包括利益など 
l 一般用語とその他属性 
例：グローバル，不況，景気，需要，供給，
デフレ，インフレなど 
本研究では，各属性の中でステークホルダー属性
にクローズアップし，抽出された単語の出現回数
を経年的に考察する．また，財務属性に対して個
別の事例を挙げて考察する． 
ステークホルダー属性 
表 1は，数多く抽出したステークホルダー属性
の単語のうち主要なステークホルダー及び関心の
高いステークホルダーに限定して，2006 年から
20011 年までの経年変化を示している．中には，
2010 年と 2011 年のデータはアニュアルレポー
トから得られている．表中に網掛けした数字は，
それぞれの単語において出現回数が上位2位であ
ることを示している． 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4 出現回数上位60位までの単語リスト 
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表 1 ステークホルダー属性の経年変化 
 
 単語 2006 2007 2008 2009 2010 2011 
取締役	 18 16 10 8 27 26 
株主	 3 3 5 6 32 32 
役員	 15 26 17 12 33 31 
親会社	 0 0 9 0 14 14 
子会社	 0 1 7 2 41 32 
支店	 8 15 11 16 1 1 
研究所	 37 41 55 42 16 21 
従業員	 44 56 70 84 21 16 
社員	 10 25 22 48 13 11 
社長	 20 6 13 4 23 11 
投資家	 0 0 2 2 1 4 
地域社会	 10 6 9 14 3 3 
銀行	 0 0 0 0 5 5 
顧客	 7 15 18 32 16 13 
お客様	 11 2 3 2 0 0 
家族	 9 10 15 10 7 1 
企業市民	 4 3 4 6 5 0 
 
表1をみると，2010年から，「取締役」，「株主」，
「親会社」，「子会社」，「役員」といった内部のト
ップ・マネジメント層や外部の財務的持分関係者
に関する単語が増え，報告書における出現回数も
急増している．また，出現回数は少ないものの，
「銀行」，「投資家」など新たなステークホルダー
の出現も見られる． 
一方で，「支店」，「研究所」，「従業員」，「社員」，
「地域社会」，「顧客」，「お客様」，「家族」，「企業
市民」の出現回数が減少する傾向にある． 
アニュアルレポートは，主に株主・投資家に向
けてディスクローズされる報告書であり，事業内
容，財務状況，経営戦略，経営ビジョン等の概要
を報告するものである．従って，一般報告書から
アニュアルレポートに変更したことにより，株主
やトップ・マネジメント層のステークホルダーの
出現回数が多くなるのは当然の帰結である．2010
年以降では，明らかに財務的持分関係者にウエイ
トを置いている意図が推察される． 
財務属性 
財務属性は，企業の経営や会計に関連するプラ
イベートエリアに関わる単語に付与する属性であ
る． 
事例に挙げる企業は，2005 年の合併により商
号変更した企業である．合併前から両社共に非財
務報告書の作成経験がある．2010 年より，CSR
報告書を中止し，アニュアルレポートの一元化を
図っている． 
表 2 は 2011 年のアニュアルレポートに含まれ
た財務属性の単語を示している． 
 
表2 事例企業の2011年報告書に含まれた財務属性 
 
単語 出現回数 
戦略 56 
売上高 41 
売上 40 
アニュアルレポート 33 
収益 29 
当期純利益 21 
財務 21 
経営計画 18 
包括利益 15 
有価証券 15 
現金 15 
純資産 15 
営業利益 14 
資産 12 
キャッシュフロー 11 
借入金 9 
利益 8 
 
2006 年の社会・環境報告書において，抽出さ
れた財務属性の単語とそれぞれの出現回数は，収
益（4回），費用（4回），資金（2回）のみであっ
た．表 2 の結果と比較すると，2011 年のアニュ
アルレポートでは財務属性の単語が格段に増えて
いることが分かる． 
 
4. おわりに 
本研究では，統合報告を意識する 34 社の報告
書を対象に形態素解析を利用し，データマイニン
グを活用した分析を行った． 
結果として，対象報告書 135 冊から約 50,000
語を抽出した．全単語を横断的に見ると，アニュ
アルレポート等の統合報告を意識した報告書にお
いて非財務情報の量は後退し，経年的に財務属性
の単語が増加していることが分かった． 
また，ステークホルダー属性では，「株主」や「投
資家」といった財務的持分関係者にウエイトを置
き，CSR報告書では多く取り上げられていた「従
業員」や「社員」，「地域社会」，「支店」，「研究所」，
「顧客」，「お客様」，「家族」，「企業市民」などの
ステークホルダーは減少傾向にあった．これは，
アニュアルレポートとしての機能や役割を保ちな
がら，CSR報告書に掲載していた非財務情報の一
部を組み込んだと解釈できよう． 
統合報告を意識した報告書における非財務情報
は，情報利用者に効果的かつ視覚的にインパクト
を与える情報に絞られている．ただし，様々な企
業や組織の中には，アニュアルレポートに非財務
情報を積極的に組み込んでいく一方で，より詳細
Vol.3 言語処理技術による企業報告書分析への応用 
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な情報については，CSR報告書等で提供する工夫
をしている．統合報告書より詳細な情報を提供す
る補完的役割として，非財務報告書は存続すべき
だと考えられる．例えば，環境パフォーマンスに
関わるインベントリーデータは，あらゆる分析や
検証の基礎情報として肝要なのである． 
以上の分析結果から，言語処理技術を利用する
ことによって各報告書の定量的な評価と比較に結
びつけることで成果があると言える．また，報告
書分析に新たな検証視点と手段を提供した． 
今後の課題として，単語を抽出する際の過分割
問題を解決するために専門辞書を充実させること
である．単語抽出精度の向上には，辞書の整備が
重要である．使用する形態素解析ツールで，辞書
に登録されていない専門用語の辞書登録が不可欠
である． 
また，同じ意味の単語は同義語辞書を作成する
必要がある．例えば，「MFCA」と「マテリアルフ
ローコスト会計」のような同義語を統一させてま
とめて集計することが必要である． 
さらに，単純な単語の頻度分析だけではなく，
その他のデータマイニング手法の適用である．例
えば，係り受け分析による単語間の共起関係を明
確して分析に活用する手法や，単語の出現頻度か
らクラスタへ分ける分析手法や，分析対象文書の
内容から分類して傾向を分析する手法などが挙げ
られる． 
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